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研究成果の概要（和文）：本研究は、DV被害者支援担当機関間の連携促進要因を明らかにするとともに、独自に作成し
たDV被害者支援担当職員の連携実践能力を高める教育プログラムを評価することである。本教育プログラムはDV被害者
支援経験程度により、初任者プログラム、中堅者プログラムから構成される。各教育プログラムを対象者に実施した結
果、初任者教育プログラムではDVの理解の向上に、中堅者教育プログラムではDV被害者の心理、連携の必要性の認識の
向上に有用であることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：The aim of this study is to clarify factors that will promote support for victims 
of domestic violence (DV) and cooperation among various agencies. And to evaluate the effectiveness of an 
independently developed program of promotion education conducted with support for victims of DV 
cooperation among various agencies. The results suggest that the present educational program is effective 
for improving the understanding of sentiment regarding victims of DV, and recognition of cooperation 
among various agencies.

研究分野：医歯薬学

キーワード： ドメスティック・バイオレンス　支援担当者　連携　教育プログラム

  １版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
わが国では 2001 年に「配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護に関する法律

（DV 防止法）」が制定され、配偶者から

の暴力被害への支援のみならず、人々が

広く暴力に関する認識を持ち、その減少

を公衆衛生上の対策として取り組む機運

が高まってきた。 

配偶者からの暴力の減少を目指し、配

偶者からの暴力の防止、被害者の保護に

おいて、住民に身近な行政主体である市

町村が果たす役割は極めて重要である。

2007 年の DV防止法改正では、都道府県の

みならず市町村においても基本計画の策

定及び配偶者暴力相談支援センターの設

置が努力義務とされ、市町村における基

本計画策定や支援センターの開設への取

り組み、関係機関との連携強化が重要で

あることが明記された。 

研究者は、地域での DV 被害者支援シス

テムの構築に向け、2009 年より「DV 被害

者支援職務関係者の資質向上を目的とし

た教育プログラムの開発」に取り組んで

いる。しかし、DV 被害者支援の際、庁（同

一機関）内、他機関（官官・官民）にお

いて、いずれも支援担当機関同士の連携

は十分に行われていない現状にある（内

閣府，2011 年）。 地域での DV 被害者支

援担当職員間の有用な連携を構築するに

は、①連携の実態把握と連携時の課題の

明確化、②被害者支援担当者間の有用な

連携を可能とする教育プログラムの作成

が急務である。 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は、以下の通りである。 

（1） DV 被害者支援のコアとなる部門・

機関の担当職員を対象に、連携の実態と

課題、ならびに有用な連携に影響する要

因を明らかにする。 

（2）DV 被害者支援での連携の実態・課題

および他部門・機関との連携・協働のプ

ロセスから得られた知見をもとに、連携

実践能力向上を目的とした教育プログラ

ムを作成する。 

（3）教育プログラムのアウトカム評価を

行い、プログラムを改良する。 

 
３．研究の方法 
（1）DV 被害者支援連携推進要因の明確化 

対象はＸ県内で DV 被害者支援連携がうま

く行われている A 地域の DV 被害者支援に携

わっている配偶者暴力相談支援センター

（県）専門相談員 2名、市町村の専門相談員

1 名、X 県の DV 被害者支援事業企画部職員 2

名、および DV 被害者 7 名であった。インタ

ビュー内容は、行政の専門相談員には被害者

の支援時に心がけていること、実際の支援内

容、多機関との連携のための工夫等について、

DV 被害者には相談時の思い、支援へのニーズ

等についてである。得られたデータは、質的

帰納的手法を用い分析した。 

（2）連携実践能力向上を目的とした教育プ

ログラムの作成とその評価 

DV 被害者支援担当職員の連携実践能力を

高める教育プログラム作成のため、連携実践

に関する数多くの報告がある在宅ケアにお

ける連携実践に関する先行研究レビュー、研

究の第一段階で明らかにした DV 被害者支援

推進要因を参考に、教育プログラム（案）を

作成した。また、連携実践能力向上には、DV

被害者支援経験レベルに応じた教育プログ

ラムが必要と考え、初任者向け、中堅者向け

の教育プログラム（案）を作成した。作成し

た教育プログラム（案）を DV 被害者支援初

任者、中堅者に実施し、受講者からの実施後

の評価及び DV 被害者支援担当者 2 名、DV 被

害当事者3名へのフォーカスグループインタ

ビュー結果を基に、教育プログラム（案）を

改良した。 

 
４．研究成果 

（1）DV 被害者支援連携推進要因 



DV 被害者支援担当職員および DV 被害当事

者を対象に、DV 被害者支援連携推進要因を明

らかにすることを目的にインタビュー調査

を実施した。 

連携推進要因として、支援担当職員からは

「調整弁となる部署」「担当職員が出向くワ

ンストップ相談」「支援担当職員個々の意識」

の 3つのカテゴリーが抽出された。DV 被害者

からの支援ニーズとしては、「職員により異

なる対応」「DV を知らない職員」「身近すぎて

相談ができない」「生活すべてを見てほしい」

の 4つのカテゴリーが抽出された。 

本調査結果より、DV 被害者支援における連

携実践能力を推進するには、各自治体内に

「調整弁となる部署」を設置し被害者の情報

を集約する、その部署には相談支援機能のみ

ならず支援に関する権限を付与する、そして

庁内の他部署に繋ぐときには被害者のとこ

ろに「担当職員が出向く」ワンストップ相談

体制の構築、そして「支援担当職員個々の意

識」の高さが連携を推進する上で重要な要因

であることが明らかとなった。また、DV被害

者からは、「生活すべてを見てほしい」と言

うニーズから、DV 相談窓口以外の生活支援部

署に「DV を知らない職員」「職員により異な

る対応」がないよう職員への研修の充実、「身

近すぎて相談できない」ことについては、プ

ライバシーが守られる相談環境、職員の個人

情報保護の教育の徹底が重要であることが

明らかとなった。 

 

（2）連携実践能力向上を目的とした教育プ

ログラムの作成とその評価 

 DV 被害者支援経験レベルに応じた連携実

践能力を高める研修プログラム（案）を作成

した。DV 被害者支援職務担当者初任者向け教

育プログラムは、「DV とは何かを理解し、多

機関との連携が必要なことが理解できる」こ

とを目標に、①DV とは何か、②X県における

DV の実態、③相談機関につながりにくい現状、

④暴力を振るう理由、⑤暴力関係にとどまる

理由、⑥DV 被害者が抱えている問題、⑦相談

を受ける際のコツ、から構成される。 

 次に、既に DV 被害者支援実務を経験して

いる中堅者向け教育プログラムは、「実務に

活かせる連携」を目標に、事前に参加者を多

様な機関、職種が混在するよう模擬支援チー

ムを作成し、DV 被害者自助グループメンバー

をゲストスピーカーに迎え、当事者の体験を

もとに DV 被害者が抱える連携不足による代

表的な問題をディスカッションのテーマと

し、各機関、職種が問題解決にどのような支

援が必要かをディスカッション、プレゼンテ

ーションする受講者が主体となるアクティ

ブラーニング手法を用いたプログラムであ

る。DV 被害当事者が自らの体験を基に支援者

に相談し、相談内容への対応を模擬支援グル

ープで検討していく。各グループからの検討

内容プレゼンテーション後に、DV 被害当事者、

研究者よりプレゼンテーションにコメント

し、学びを共有するプログラムである。 

 これらの教育プログラムを、Ｘ県内の公的

機関に所属する DV 被害者支援職務担当者初

任者研修受講者 50 名、DV 被害者支援中堅者

研修受講者 43 名を対象に、DV 被害者支援経

験レベルに応じた教育プログラムを実施し、

教育目的の達成度、教育方法の適切性等につ

いて、自記式質問紙調査を用いプログラムの

評価を実施した。 

 初任者教育プログラムは、「DVと DV 被害者

支援時の連携の必要性を理解できる」ことを

目的に教育内容を構成しているが、初任者の

中には被害者支援経験の全く無い者も含ま

れていたため、受講後の評価として連携の必

要性の理解まではやや困難な状況であるこ

とが明らかとなった。一方、視聴覚教材を用

いた DV 被害者が相談機関につながるまでの

プロセス、県内在住の DV 被害者の手記の朗

読を通し、DV と DV 被害者の理解という目的

については、十分に達成することができた。



これらのことより、初任者教育プログラム受

講者には被害者支援経験の無い者も含まれ

ていることを考慮し、「DV の理解」を教育プ

ログラムの主目的に修正、内容の精選を行い、

プログラムを改良した。 

 次に、中堅者教育プログラムは、「実務に

活かせる連携実践シミュレーション」を目的

に、アクティブラーニング手法を用いている。

受講者のプログラム評価結果から、“自らの

家族観に気付くことができた”、“DV 被害者の

心理、連携の必要性を理解できた”との回答

より、本プログラムが教育目的の内、「連携

の必要性を理解する」「他職種・機関の役割

を理解する」「自らのジェンダーバイアスに

気付く」の達成に有用であることが確認され

た。 

しかし、今回実施した中堅者教育プログラ

ムは職場外研修（OFF-JT）であり、実践能力

の獲得、向上という目的達成までは不十分で

あることが明らかとなった。今後は、職場内

研修（OJT）と職場外研修（OFF-JT）教育プ

ログラムを組み合わせた連携実践能力向上

を目的とする教育プログラムの改良が必要

である。また、教育手法として、ジェンダー

バイアスを考慮し、同性のみから構成するよ

う模擬支援グループを作成したが、ディスカ

ッションの深まりが困難であり、かつ受講者

からも男女混合グループの方が良いとの回

答が多々見られた。これは、中堅者教育プロ

グラム受講者は DV 被害者支援経験者である

ため、ジェンダーバイアスへの配慮は優先度

が低かったこと、また実際の支援グループは

男女混合となることが一般的であったこと

が理由として考えられる。今後は、模擬支援

グループは男女混合とし、本プログラムを継

続実施していきたい。 
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